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雲仙市地域産業再起支援事業補助金 実施要領 
 
【趣旨】 

本事業では、新型コロナウイルス感染症により影響を受けている事業者が、営業
の継続または再開に向けて感染症拡大防止対策を導入するための支援、若しくは家
賃・地代等の負担を軽減するための支援として、市は、予算の定めるところにより、
雲仙市地域産業再起支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するもので
ある。その交付については、雲仙市補助金等交付規則（平成１７年雲仙市規則第４
２号。以下「規則」という。）、その他の法令等の定めによるほか、雲仙市地域産業
再起支援事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）及びこの実施要領の定
めるところによる。 
 
【補助対象者】 

以下のすべての項目に該当する者 
① 中小企業者等であり、申請日時点で市内に住所または事業所を有する個人

事業主または法人等（主業が農林漁業者は除くが、店舗等において消費者と
接する機会の多い業態は対象とする）。 
※令和３年 4 月 1 日以降に市内に転入または市内にて創業等を行った事業

者においては、転入日又は開業日以降から実施した事業を対象とします。 

②−1 申請日時点で、市内に住所を有する個人事業主又は主たる事業所を有
する法人等においては、令和元年 12 月末日までに納期限が到来した雲仙市
税（国保税を含む。以下同じ。）の滞納がない者（市内に転入又は設立若し
くは設置直後で雲仙市税が課税されていない場合において、前住所地又は本
社等の所在地の市区町村税（国保税を含む。以下同じ。）の滞納がない者） 

②−2 申請日時点で、市外に住所を有する個人事業主又は主たる事業所を有
する法人等においては、住所地の市区町村税の滞納がない者 

③ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制
下にある団体等でない者 

 
【補助対象となる取組内容、補助金額、提出書類等】 
 Ⅰ．≪早期回復に向けた取組≫              … 別表１ 
 Ⅱ．≪早期回復に向けた取組の補助対象経費（例）≫    … 別表２ 

Ⅲ．≪事業を継続するための取組（賃料補助）≫      … 別表３ 
 Ⅳ．≪事業を継続するための取組（バス等整備費用補助）≫ … 別表４ 
 Ⅴ．提出書類チェックシート               … 別紙１ 
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【申請受付期間】 

申請受付開始日から令和３年９月３０日（木）まで 
 
【申請方法】 
 〇提出書類を揃えて下記提出先へ提出 

〒８５９−１１０７ 
雲仙市吾妻町牛口名７１４番地 
雲仙市観光商工部商工労政課 宛 

 
【補助事業の流れ】 

①取組（事業）終了後、補助金交付申請書兼実績報告書に必要書類を添付して提
出（事業者⇒市） 

②交付決定及び補助金額の確定通知（市⇒事業者） 
③補助金の支払い（市⇒事業者） 

 
【その他】 

○ 補助金交付の目的に従って、誠実に補助事業を行ってください。 
○ 補助金は、予算の範囲内で交付するため、採択されることになった場合にも

希望された金額の全てに応じられない場合があります。 
○ 補助金の支払いは、取組（事業）終了後の支払いです。 
○ 事業終了後、申請要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、本補助

金の支給決定を取り消すとともに、期限を定めて返金を指示します。 
○ 本補助金支出事務の円滑・確実な実行を図るため、必要に応じて、取組に係

る実施状況に関する検査、報告又は是正のための措置を求めることがありま
す。 

○ 本申請に係る書類一式については、事業終了後５年間は保管してください。 
 

【お問合せ先】 

雲仙市観光商工部商工労政課 
電話番号０９５７‐３８‐３１１１ 
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【別表１】 
Ⅰ．≪早期回復に向けた取組≫ 

 

 

 

 

 

 

 

対象経費 

次の①、②を満たし、感染症拡大防止対策の取組に要する経費（対
象経費の例については別表２参照） 

① 感染症拡大を防止するために要する消耗品等購入費、備品・機
械装置等購入費、資料購入費、広告宣伝費、外注費、等 

② 令和３年４月 1 日以降に着手（契約・発注）した取組に必要な
経費（税抜）で、令和３年４月 1 日から令和 3 年 9 月 30 日まで
に請求・支払行為等が完了したもの。 

※⻑崎県が令和３年度に実施する「ながさきコロナ対策飲⾷店認
証制度補助金」等、他の補助金を受給（受給予定も含む）する場
合は、その補助金額を控除した金額が対象経費となります。 

補助率 5 分の 4 以内 

補助金限度額 40 万円（千円未満切り捨て） 
※令和 2 年度分と令和 3 年度分の補助合計額 

その他 

≪申請上限回数≫ 
複数回申請可能 
※早期回復に向けた取組：40 万円、事業を継続するための取組： 
40 万円、それぞれの取組に申請額の合計が 80 万円までの申 
請が可能です（最大 80 万円） 
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【別表２】 

Ⅱ．≪早期回復に向けた取組の補助対象経費（例）≫ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2.9.1時点
対象となるもの（例示）  対象とならないもの（例示）

（１）物品関係 （１）物品関係
マスク、ゴーグル、フェイスシールド 食材などの材料費
消毒用アルコール
次亜塩素酸水（及び生成給水機）
非接触型体温計
清掃用クロス・ウェス 事務用消耗品の購入代金
ゴム手袋 （２）改修・修繕関係
ペーパータオル 事業所の改修費、リフォーム費用
出前機
キャッシュレス機器、セルフレジ
空気清浄機、換気扇、サーキュレーター、扇風機 （３）その他

既に導入済みの設備の清掃費＊換気扇は除く
人件費、交際費、飲食費等

アルコール消毒液ポンプスタンド 業ではない事業者に発注した費用
経費の支払いの際の振込手数料
安全祈祷やお祓いに係る費用

サーモカメラ 公租公課（消費税含む）等
コイントレー
除菌剤
使い捨てスリッパ

デリバリー啓発用ののぼり、ちらし

（２）改修・修繕関係
アクリル板・ビニールカーテン・防護スクリーン設置
固定席の間引き、客席間仕切り板の設置

デリバリー専用カウンター設置工事
自動ドアの導入
非接触型自動水栓（蛇口）設置

（３）その他
換気扇クリーニング
店舗の消毒作業に要する経費
宅配業務の委託料
ネット販売・予約システムの構築
スマートフォンによる受付システム構築

＊設置費（施工費）、送料も含みます。

新しい生活様式（咳エチケット等）をお知らせするため
のポスター等作成

社会的距離（ソーシャルディスタンス）を保つための床
サイン施工費

HP製作・開設費（ソフトの購入も含む）
＊テイクアウトやデリバリーを始めるためのwebサイト
作成等

既存設備の劣化不良による修繕費用＊感染防止対策のた
めの費用は除く

汎用性があり目的外で使用可能なもの（車両、バイク、自転
車、スマートフォン、ハードディスク、サーバーの購入等）
※ただし、デリバリーにて必要なバイク等は対象とする。

エアコン（ウィルス除去機能もしくは換気機能付）の
設置・購入費

消毒設備（除菌剤の噴霧装置、オゾン発生装置、紫外線
照射機等）の購入

テイクアウト・デリバリー用物品（容器、箸、おしぼ
り、コップ、紙トング、保温バッグ・クーラーボックス
等）
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【別表３】 

Ⅲ．≪事業を継続するための取組（賃料補助）≫ 

対象経費 

次の①及び②を満たす経費 

①令和 2 年 3 月 31 日時点及び申請日時点で有効な賃貸借契約が
あること。 

（※ただし、対象外となる取引（契約）もあります。対象外となる
取引（契約）は「その他」を参照ください。） 

②令和３年 4 月分〜令和 4 年 3 月分までの賃料のうち、令和３年
４月１日から令和 3 年 9 月 30 日までに支払行為が完了した賃
料（税抜）。 

補助率 5 分の 4 以内 

補助金限度額 

40 万円（千円未満切り捨て） 
※令和 2 年度分と令和 3 年度分の補助合計額 
※「事業を継続するための取組」全体（賃料補助＋バス等整備費

用の合計額）での上限が 40 万円です。申請時にはご注意くださ
い。 

その他 

≪賃料補助の対象外となる取引（契約）≫ 

Ａ 転貸（又貸し）を目的とした取引 
Ｂ 賃貸借契約の賃貸人と賃借人が実質的に同じ人物の取引 
Ｃ 賃貸借契約の賃貸人と賃借人が配偶者または一親等以内の

取引 等 

≪家賃支援給付金を受給している場合≫ 

令和 2 年 4 月分〜令和 3 年 7 月分までの賃料に対しては、 

「 賃料（税込）× 6 − 家賃支援給付金受給額 」 

 の計算式により算出される額までしか補助ができませんので、
ご注意ください。 

≪申請上限回数≫ 
複数回申請可能 
※早期回復に向けた取組：40 万円、事業を継続するための取組： 
40 万円、それぞれの取組に申請額の合計が 80 万円までの申 
請が可能です（最大 80 万円） 
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【別表４】 

Ⅳ．≪事業を継続するための取組（バス等整備費用補助）≫ 

対象経費 

次の①及び②を満たす経費 

① 自らの事業で使用するバス等（11 人乗り以上のもの）の定期的
な整備費用 ⇒車検、定期点検、又はこれに伴う修繕費等（事故
等に伴う突発的な修繕費は除く） 

② 令和３年４月１日以降に着手（契約・発注）した取組に必要な
経費（税抜）で、令和３年 4 月 1 日から令和 3 年 9 月 30 日ま
でに請求・支払行為等が完了したもの 

※国等が実施する他の補助金を受給（受給予定も含む）する場合
は、その補助金額を控除した金額が対象経費となります。 

補助率 5 分の 4 以内 

補助金限度額 

40 万円（千円未満切り捨て） 
※令和 2 年度分と令和 3 年度分の補助合計額 
※「事業を継続するための取組」全体（賃料補助＋バス等整備費

用の合計額）での上限が 40 万円です。申請時にはご注意くださ
い。 

その他 

≪申請上限回数≫ 
複数回申請可能 
※早期回復に向けた取組：40 万円、事業を継続するための取組： 
40 万円、それぞれの取組に申請額の合計が 80 万円までの申 
請が可能です（最大 80 万円） 
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【別紙１−１】 

雲仙市地域産業再起支援事業補助金（早期回復に向けた取組） 

 提出書類チェックシート 
 

法人名 又は 
個人事業主名 

 

 

 ご提出の前にこのシートにより、ご自身で提出書類がすべて揃っているか□チェックをしてください。 

チェック後、このシートは申請書類とあわせてご提出ください。 

 

雲仙市地域産業再起支援事業補助金交付申請書兼実績報告書 

（早期回復に向けた取組）（様式第１号） 

※交付申請金額以外に訂正箇所がある場合は、訂正印が必要になります。 

※交付申請金額の訂正はできません。間違われた場合は再度申請書を作成ください。 

 

支払実績を証する書類 

領収書・レシート等の写し 

※支払日、商品名、金額（税抜）等がわかるもの 

※2回目以降の申請の場合は、添付する領収書等が過去申請時に提出していないことを確認してください。 

  

誓約書及び同意書（様式第３号） 

 

振込口座の通帳の写し（表紙見開き１枚目の写し） 

通常の表紙ではなく、表紙をめくった次のページの写し（金融機関コード・店番・口座番号・カタカナ標記

の口座名義が刻印されているページ）を添付してください。 

※ 振込先の口座は、申請者本人の名義に限ります（法人の場合は、当該法人名義）。 

※ ネットバンキングで通帳がない場合は振込先口座を確認できる各銀行のホームページ画面 

 

営業活動を証する書類の写し 

※例）営業許可証、履歴事項全部証明書、開業届、確定申告書、市・県民税申告書などの写し 

 

本人確認書類の写し ≪ 個人事業主の場合 ≫ 

住所、氏名、生年月日が確認できる公的証明書類の写し 
※例）運転免許証、健康保険証、在留カード（マイナンバーカードの使用はお控えください） 

※ 運転免許証：住所等の変更により裏書きがある場合には裏面の写しも提出ください。 

※ 健康保険証：住所が記載された裏面の写しも提出ください。 

 

前住所地の市区町村税（国保税を含む。）の滞納がない証明書 
≪ 転入等の直後で雲仙市税が課税されていない場合 ≫ 

 

住所地の滞納がない証明書 ≪ 市外に住所を有する個人事業主又は法人の場合 ≫ 

 

事業所の有無が確認できる書類 ≪ 法人又は市外に住所を有する個人事業主の場合 ≫ 
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【別紙１−２】 

雲仙市地域産業再起支援事業補助金（事業を継続するための取組） 

 提出書類チェックシート 
 

法人名 又は 
個人事業主名 

 

 
 ご提出の前にこのシートにより、ご自身で提出書類がすべて揃っているか□チェックをしてください。 

チェック後、このシートは申請書類とあわせてご提出ください。 

 

雲仙市地域産業再起支援事業補助金交付申請書兼実績報告書 

（事業を継続するための取組）（様式第２号） 

※交付申請金額以外に訂正箇所がある場合は、訂正印が必要になります。 

※交付申請金額の訂正はできません。間違われた場合は再度申請書を作成ください。 

賃貸借契約書の写し ≪ 賃料補助の場合 ≫ 

※契約日、契約期間、契約者名（賃貸人と賃借人の双方）、契約金額がわかるもの 

※契約書等が存在しない場合は、「賃貸借契約等証明書」を添付してください。また、契約者名や契約金額

が変更された場合で、変更後の契約書がない場合も同様に「賃貸借契約等証明書」を添付してください。 

※実質的に同一人物間の取引や一親等内の取引等は補助対象外となります。 

バス等整備費用の請求書等の写し ≪ バス等整備費用補助の場合 ≫ 

※2回目以降の申請の場合は、添付する請求書等が過去申請時に提出していないことを確認してください。 

支払実績を証する書類 

領収書・口座引落しの記帳箇所・レシート等の写し 

※支払日、内容、金額（税抜）等がわかるもの 

※2回目以降の申請の場合は、添付する領収書等が過去申請時に提出していないことを確認してください。 

誓約書及び同意書（様式第３号） 

振込口座の通帳の写し（表紙見開き１枚目の写し） 

通常の表紙ではなく、表紙をめくった次のページの写し（金融機関コード・店番・口座番号・カタカナ標記

の口座名義が刻印されているページ）を添付してください。 

※ 振込先の口座は、申請者本人の名義に限ります（法人の場合は、当該法人名義）。 

※ ネットバンキングで通帳がない場合は振込先口座を確認できる各銀行のホームページ画面 

営業活動を証する書類の写し 

※例）営業許可証、履歴事項全部証明書、開業届、確定申告書、市・県民税申告書などの写し 

本人確認書類の写し ≪ 個人事業主の場合 ≫ 

住所、氏名、生年月日が確認できる公的証明書類の写し 
※例）運転免許証、健康保険証、在留カード（マイナンバーカードの使用はお控えください） 

※ 運転免許証：住所等の変更により裏書きがある場合には裏面の写しも提出ください。 

※ 健康保険証：住所が記載された裏面の写しも提出ください。 

前住所地の市区町村税（国保税を含む。）の滞納がない証明書 
≪ 転入等の直後で雲仙市税が課税されていない場合 ≫ 

住所地の滞納がない証明書 ≪ 市外に住所を有する個人事業主又は法人の場合 ≫ 

事業所の有無が確認できる書類 ≪ 法人又は市外に住所を有する個人事業主の場合 ≫ 
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   ,000 円 

様式第１号（第５条関係） 

           令和３年９月１日 

 雲仙市長   様 

 

（申請者) 住 所    雲仙市吾妻町牛口名７１４ 

事業所所在地 同 上          

会社名（屋号）株式会社雲仙○○商事 

 代表者役職   代表取締役       

 氏名      雲仙 太郎     印 

       （代表者生年月日：T・S・H △年△月△日）

雲仙市地域産業再起支援事業補助金交付申請書兼実績報告書 

（早期回復に向けた取組） 
 

 雲仙市地域産業再起支援事業補助金を交付されるよう、雲仙市地域産業再起支援事業補助金交

付要綱の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

          

１.交付申請金額      

 

２.申請者情報 

 従業員数 5 人 資本金※1 1,000,000 円 

振込先 

○○ 

銀行 

金庫・組合 

農協・漁協 

△△ 

本店・支店 

出張所 

本所・支所 

 

預金種類 普通 ・ 当座  

口座番号 １２３４５６７ 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

 

口座名義 

カブシキガイシャ ウンゼンマルマルショウジ 

株式会社雲仙○○商事 

連絡先 

役職・氏名 経理 雲仙 次郎 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ unzen@co.jp 

電話番号 ０９０－○○○○－○○○○ 

   ※資本金は、法人のみ記載 

※銀行名を記入し、「銀行・金庫・組合・農協・漁協」いずれかに〇を記入 

※店舗名を記入し、「本店・支店・出張所・本所・支所」いずれかに〇を記入 

※預金種別は、普通・当座どちらかに〇を記入 

 

 

 

 

1 1 2 

 
代表 
者印 

十万の位から千の位までの数字を記載 

記載例 

携帯番号等、必ず連絡がとれる番号を記入ください。 

個人事業主の場合は記入不要 
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３.取組内容等                              （単位：円） 

発注日 支払日 取 組 内 容 補助対象経費(税抜額) 

R3.4.15 R3.4.15 消毒液の購入 10,000 

R3.6.22 R3.6.25 マスク、飛沫防止パーテーションの購入 130,000 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合計金額 （ア） 140,000 

算定額（（ア）×４／５）※千円未満切捨て （イ） 112,000 

これまでに交付を受けた補助金（早期回復に向けた取組）の合計金額 （ウ） 200,000 

今回を含めた補助金交付総額（（イ）＋（ウ）） （エ） 312,000 

※補助対象経費欄は、税抜額で記載するとともに、最下行に合計金額を記載すること。 

 

 

※「交付申請額」は、以下の①、②のいずれか。 
① （エ）が 400,000 円以下の場合 

交付申請額＝（イ） 112,000 円 

 

② （エ）が 400,000 円より大きい場合 

交付申請額＝400,000 円－（ウ）  －円 

 

４.添付書類          

・支払実績を証する書類（取組に要した経費の領収書、レシートの写し等） 

・誓約書及び同意書（様式第３号） 

・振込口座の通帳の写し（表紙見開き１枚目の写し） 

・営業活動を証する書類の写し 

・本人確認書類の写し（個人事業主の場合のみ） 

・前住所地の市区町村税（国保税を含む。）の滞納がない証明書（転入直後で雲仙市税の課税が

ない場合） 

・事業所が市内にあることを確認できる書類（法人又は市外に住所を有する個人事業主の場合）

必ず税抜価格で記載 
記載例 
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〇取組に要した経費の領収書・レシートの写し添付台紙 
 

添 付 欄 

 

※領収書・レシートを添付すること。 

※領収書・レシートは、支払日、品名、金額（税抜き）、商品の内訳等が 

分かることを確認すること。 

（エアコンの場合は、メーカー・型番が分かるもの） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全てをこの欄に添付できない場合は、別添付でも構いません。 

                              

143,000 円 

 

令和 3 年 4 月 15 日 領収書 

令和 3 年 6 月 25 日 

株式会社雲仙○○商事 御中 
￥１１，０００− 

但し、消毒液購入代金として、上記の通り領収しました 

内訳 

税抜金額 10,000 円 
⻑崎県 △△ 

  ○○ ○○ 

印 

(株) ○○ 商店 

マスクーション     110,000 円 
パーテーション     120,000 円 

小計税         130,000 円 
消費税         013,000 円  

記載例 
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   ,000 円 

様式第２号（第５条関係） 

          令和３年９月１日 

 雲仙市長   様       

 

（申請者) 住 所    雲仙市吾妻町牛口名７１４ 

事業所所在地 雲仙市吾妻町牛口名７１４ 

会社名（屋号）株式会社雲仙○○商事 

 代表者役職   代表取締役       

 氏名      雲仙 太郎     印 

       （代表者生年月日：T・S・H △年△月△日） 

         

雲仙市地域産業再起支援事業補助金交付申請書兼実績報告書 

（事業を継続するための取組） 
 

 雲仙市地域産業再起支援事業補助金を交付されるよう、雲仙市地域産業再起支援事業補助金交

付要綱の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

          

１.交付申請金額      

 

２.申請者情報 

 従業員数 5 人 資本金※1 1,000,000 円 

振込先 

○○ 

銀行 

金庫・組合 

農協・漁協 

△△ 

本店・支店 

出張所 

本所・支所 

 

預金種類 普通 ・ 当座  

口座番号 １２３４５６７ 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

 

口座名義 

カブシキガイシャ ウンゼンマルマルショウジ 

株式会社雲仙○○商事 

連絡先 

役職・氏名 経理 雲仙 次郎 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ unzen@co.jp 

電話番号 ０９０－○○○○－○○○○ 

※資本金は、法人のみ記載 

※銀行名を記入し、「銀行・金庫・組合・農協・漁協」いずれかに〇を記入 

※店舗名を記入し、「本店・支店・出張所・本所・支所」いずれかに〇を記入 

※預金種別は、普通・当座どちらかに〇を記入 

 

 

2 0 0 

 
代表 
者印 

十万の位から千の位までの数字を記載 

記載例 

携帯番号等、必ず連絡がとれる番号を記入ください。 

個人事業主の場合は記入不要 
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３．補助金額算定表 

 （１）賃料補助 

物件所在地 

①〒859-1107 

 雲仙市吾妻町牛口名○○○ 

②〒854-0302 

 雲仙市愛野町乙○○○○ 

③〒 

賃料月額及び 
支払済月数

（※） 
（ア） 

①        50,000 円（税抜額） ／       6 月 

②       25,000 円（税抜額） ／       6 月 

③      100,000 円（税抜額） ／       6 月 

  ※「令和 3 年 4 月分～令和 4 年 3 月分までの賃料」のうち支払済の月数を記入 

   （過去に申請した月は除く。） 

 

（Ａ）賃料に係る国等の補助金（家賃支援給付金等）を受給しない場合 

支払済金額（賃
料月額×支払済

月数） 

① 50,000×6＝ 300,000 円 
合計支払済金額（イ） 

450,000 円    
② 25,000×6＝ 150,000 円 

③          円 

算定額（ａ） 

 450,000 円×4/5＝360,000 円 

(イ)×4/5                 360,000 円 

 

  （Ｂ）賃料に係る国等の補助金（家賃支援給付金等）を受給する（予定含む）場合 

国等の補助金 

補助金等の名称  

補助金額（ウ） 円  

対象賃料月額（エ） 円  

   

支払済金額（賃
料月額×令和 3
年 7 月までの支

払済月数） 

①          円 
合計支払済金額（オ） 

円  

②          円 

③          円 

算定額①（カ） 

                     円 

「(エ)×6－(ウ) －“令和 3年 7月までの賃料を対象にこれまでに交付を受けた本補助金

（事業を継続するための取組）の合計金額”」又は「(オ)×4/5＋“令和 3年 7月までの賃

料を対象にこれまでに交付を受けた本補助金（事業を継続するための取組）の合計金額”」

のいずれか少ない額 

支払済金額（賃
料月額×令和 3
年 8 月以降の支

払済月数） 

①          円 
合計支払済金額（キ） 

円  

②          円 

③          円 

算定額②（ク） 
                     円 

(キ)×4/5  

算定額（ｂ） 
                     円 

(カ)＋(ク)  

記載例 

≪申請例≫ 
R3.4 月分〜R3.9 月分の 6 ヵ月分で申請 
賃料に係る国等の補助金（家賃支援給付金等）

を受給していない 
過去本補助金で 200,000 円を受給済 

必ず税抜価格で記載 
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 （２）バス等整備費用補助 

整備に要した金額 

（ケ） 
                80,000 円（税抜額） 
※複数ある場合は合計金額を記載 

算定額(ｃ) 64,000 円                 

※計算方法 …  (ケ)×4/5 
 

 （３）補助金交付申請額 

合計算定額（(ａ)＋(ｃ)または(ｂ)＋(ｃ)）※千円未満切捨て（コ）

360,000 円＋64,000 円 

＝424,000 円 

424,000 円 

これまでに交付を受けた本補助金（事業を継続するための取組）の合計金額  （サ） 200,000 円 

今回を含めた補助金交付総額（(コ)＋(サ)）       （シ） 624,000 円 

 
 
 ※「交付申請額」は、以下の①、②のいずれか。 

①（シ）が 400,000 円以下の場合 

交付申請額 ＝ （コ） 
－円 

 
 
 

②（シ）が 400,000 円より大きい場合 

交付申請額 ＝ 400,000 円 －（サ） 

400,000 円－200,000 円 

 ＝200,000 円 

200,000 円 

 
 
 
４.添付書類 

・賃貸契約書の写し（賃料補助の場合） 

・請求書等の写し（バス等整備費用補助の場合） 

・支払実績を証する書類（通帳の写し、領収証の写し等） 

・誓約書及び同意書（様式第３号） 

・振込口座の通帳の写し（表紙見開き１枚目の写し） 

・営業活動を証する書類の写し 

・本人確認書類の写し（個人事業主の場合のみ） 

・前住所地の市区町村税（国保税を含む。）の滞納がない証明書（転入直後で雲仙市税の課税が

ない場合） 

・事業所が市内にあることを確認できる書類（法人又は市外に住所を有する個人事業主の場合） 

 

記載例 
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３．補助金額算定表 

 （１）賃料補助 

物件所在地 

①〒859-1107 

 雲仙市吾妻町牛口名○○○ 

②〒854-0302 

 雲仙市愛野町乙○○○○ 

③〒 

賃料月額及び 
支払済月数

（※） 
（ア） 

①        20,000 円（税抜額） ／       6 月 

②       40,000 円（税抜額） ／       6 月 

③      100,000 円（税抜額） ／       6 月 

  ※「令和 3 年 4 月分～令和 4 年 3 月分までの賃料」のうち支払済の月数を記入 

   （過去に申請した月は除く。） 

 

（Ａ）賃料に係る国等の補助金（家賃支援給付金等）を受給しない場合 

支払済金額（賃
料月額×支払済

月数） 

①          円 
合計支払済金額（イ） 

円  

②          円 

③          円 

算定額（ａ） 
                     円 

(イ)×4/5  

 

  （Ｂ）賃料に係る国等の補助金（家賃支援給付金等）を受給する（予定含む）場合 

国等の補助金 

補助金等の名称 家賃支援給付金 

補助金額（ウ） 264,000 円  

対象賃料月額（エ） 66,000 円  

   

支払済金額（賃
料月額×令和 3
年 7 月までの支

払済月数） 

① 20,000×4＝  80,000 円 
合計支払済金額（オ） 

240,000 円   
② 40,000×4＝ 160,000 円 

③      100,000 円 

算定額①（カ） 

66,000 円×6－264,000 円-132,000 円＝0円 

240,000 円×4/5＋132,000 円＝324,000 円          0 円 

「(エ)×6－(ウ)－“令和 3 年 7月までの賃料を対象にこれまでに交付を受けた本補助金

（事業を継続するための取組）の合計金額”」又は「(オ)×4/5＋“令和 3年 7月までの賃

料を対象にこれまでに交付を受けた本補助金（事業を継続するための取組）の合計金額”」

のいずれか少ない額 

支払済金額（賃
料月額×令和 3
年 8 月以降の支

払済月数） 

① 20,000×2＝  40,000 円 
合計支払済金額（キ） 

120,000 円   
② 40,000×2＝  80,000 円 

③      100,000 円 

算定額②（ク） 

 120,000 円×4/5＝96,000 円 

(キ)×4/5                  96,000 円 

算定額（ｂ） 

 0 円＋96,000 円＝96,000 円 

(カ)＋(ク)                   96,000 円 

記載例 

≪申請例≫ 
R3.4 月分〜R3.9 月分の 6 ヵ月分で申請 
賃料に係る国等の補助金（家賃支援給付金等）

を受給済 
過去本補助金で 132,000 円を受給済 

必ず税抜価格で記載 

税込価格で記載 
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（２）バス等整備費用補助 

整備に要した金額 

（ケ） 
                80,000 円（税抜額） 
※複数ある場合は合計金額を記載 

算定額(ｃ) 64,000 円                 

※計算方法 …  (ケ)×4/5 
 

 （３）補助金交付申請額 

合計算定額（(ａ)＋(ｃ)または(ｂ)＋(ｃ)）※千円未満切捨て（コ） 160,000 円 

これまでに交付を受けた本補助金（事業を継続するための取組）の合計金額  （サ） 132,000 円 

今回を含めた補助金交付総額（(コ)＋(サ)）       （シ） 292,000 円 

 
 
 ※「交付申請額」は、以下の①、②のいずれか。 

①（シ）が 400,000 円以下の場合 

交付申請額 ＝ （コ） 
160,000 円 

 
 
 

②（シ）が 400,000 円より大きい場合 

交付申請額 ＝ 400,000 円 －（サ） 
－円 

 
 
 
４.添付書類 

・賃貸契約書の写し（賃料補助の場合） 

・請求書等の写し（バス等整備費用補助の場合） 

・支払実績を証する書類（通帳の写し、領収証の写し等） 

・誓約書及び同意書（様式第３号） 

・振込口座の通帳の写し（表紙見開き１枚目の写し） 

・営業活動を証する書類の写し 

・本人確認書類の写し（個人事業主の場合のみ） 

・前住所地の市区町村税（国保税を含む。）の滞納がない証明書（転入直後で雲仙市税の課税が

ない場合） 

・事業所が市内にあることを確認できる書類（法人又は市外に住所を有する個人事業主の場合） 

 

 

 

 

 

記載例 
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様式第３号（第５条関係） 

誓約書及び同意書 

 

雲仙市地域産業再起支援事業補助金の交付を申請するにあたり、以下のとおり誓約及び
同意します。 

 
１．申請要件を全て満たしています。 

２．申請書類に記載された内容に虚偽が判明した場合は、補助金を返還します。 

３．早期回復に向けた取組及び事業を継続する取組（バス等整備費用補助に係る部分）に
おいて、国、県、市区町村又はその他団体（以下「国等」という。）が助成（国等から
受けた補助金等により、国等以外の機関が実施する助成を含む。）する他の制度（補助
金、委託費）を活用している場合は、交付を受けたその助成額を、申請する事業におけ
る補助対象経費から控除し、申請しています。 

４．早期回復に向けた取組及び事業を継続する取組（バス等整備費用補助に係る部分）に
おいて、交付決定を受けた後、当該事業において、国等が助成（国等から受けた補助金
等により、国等以外の機関が実施する助成を含む。）する他の制度（補助金、委託費）
を活用する場合は、その対象経費から本補助金額を控除して申請することを誓約しま
す。 

５．事業を継続する取組（賃料補助に係る部分）において、国等による家賃支援給付金等
を受給している場合及び今後受給予定である場合は、家賃支援給付金等と雲仙市地域産
業再起支援事業補助金（賃料補助にかかる部分）の合計額が、家賃及び地代の6か月分
の額を超えていません。 

６．雲仙市から検査、報告又は是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じま
す。 

７．業種にかかる営業に必要な許可等をすべて有しています。 

８．事業を継続する意思を有しています。 

９．令和元年１２月末日までに納期限が到来した雲仙市税（国保税を含む。）について滞
納がなく、本補助金の交付のために、市長が市税関係情報の記録を調査することに同意
します。 

１０．雲仙市暴力団排除条例（平成２４年雲仙市条例第１８号）第２条第１号の暴力団又
は同条第２号の暴力団員と密接な関係を有しないことを誓約し、その事実を確認するた
め、市長が長崎県警察本部に照会することに同意します。 

（休業中の場合）１．新型コロナウイルス感染症の影響にて、現在休業中ですが、令和４
年３月末日までには事業を再開いたします。 

 
雲仙市長  様 

  令和３年９月１日 

（申請者）〒 ８５９－１１０７     

     住所 雲仙市吾妻町牛口名７１４ 

     事業所所在地 同 上          

     会社名（屋号） 株式会社雲仙○○商事   

     代表者役職 代表取締役        

     氏名 雲仙 太郎     ㊞  

（代表者生年月日 S△年△月△日） 
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